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本稿は、社会主義（相互主義）の理論を「労働者参加方式の利潤分配制」（原文は partnership で、単なる

「利潤分配制」(profit-sharing)としばしば混同されて論じられている）としてとらえて、旧ソ連のような

「国営・国有」主義ではないことを明らかにした。以上を踏まえて、「国営・国有」主義の〈社会主義〉の陰

に隠れて日本に導入された社会主義（相互主義）である「労働者参加方式の利潤分配制」の理論の受容と変

容を歴史社会学的に考察し現行の社会情勢からの転換への方向性を示したものである。 

 19世紀後半の西欧社会主義は、それまで初期のエンゲルスなど一部の論者に見られた国有、国営の社会主

義からは脱却していた。それはマルクスも例外ではなかった。そして「協同組合」方式の労働者参加＝パー

トナーシップ制に社会主義への設計図を模索していた。本稿は、第一に社会主義（相互主義）の理論を「所

有の社会的性格変化」、すなわち具体的には「利潤分配制」、パートナーシップ（社会的性格変化により占有

重視政策へ変化した具体的な制度）としてとらえて、旧ソ連のような「国営・国有」主義ではなかったこと

を論じた。19世紀後半の西欧社会主義者たちは、フランスのルクレールのロッジディール協会の co-

operative action（ローマ法概念の協同組合活動）である「利潤分配」の実践から社会主義のヒントを得て

いた。しかしながら、協同組合が大規模になると、それまで組合労働という、一人一票制の経営参加の資格

を持ち賃労働をしていない労働者の保護のために、経営参加権を持たない賃金労働者を雇わなければならな

くなる。経営参加労働者で構成されていた一群に、新たに経営参加権を持たない労働者を雇い入れることに

なった。結果として一人一票制の平等原則が崩れることになった。そこに度重なる恐慌に遭遇し協同組合が

支配的な企業形態ではないとの結論に達した。事実、協同組合は減少し、大規模なものは「株式会社」へと

変換していった。そこで、社会主義者たちは資本主義の権化の企業形態であり、未だに有限責任制が不完全

な「株式会社」（joint-stock Company）に注目していくことになる。株式会社の完全なる「有限責任化」と

資本家＝所有者から経営（占有）体としての独立と分立により労働者としての経営者を含めた「労働者会

社」に転換させるための理論を試みていた。そして、「出資（資本）と経営の分離論」の実現により、「株式

会社」には資本（所有）としての資金面での出資参加と経営（占有）としての労働面での労働参加があるこ

とを明確にした。これが資本主義的な「資本のアソシエーション（association）」の形成である。しかし、

この中に補助労働（占有補助）をしている一般労働者は仕事の「手伝い人」として、このアソシエーション

に労働参加できていなかった。この一般労働者に労働参加権を持たせるために「利潤分配」を実施すること

が社会主義の第 1段階である。これは、企業業績に連動して資本家や企業者､経営者が労働者に恩恵的に与え

る「賞輿」（ボーナス）とは全く違う「労働のアソシエーション」である。つまり換言すれば「株式会社」に

「協同組合」の性格、性質概念である「利潤分配制」を取り入れるということである。 

 「利潤分配制」は、一企業だけにとどまらず、他の企業にも連動波及させ、平均利潤率が成立し労働者の

パートナーシップ化が促進され、全生産手段を共通占有(gemeisamer Besitz）することで社会主義の第二段

階は達成されると説いていたのである。 

 以上を踏まえて、第二に、本稿の主題である「国営・国有」主義の〈社会主義〉とは違った日本における

社会主義思想としての「利潤分配制の受容と変容」を時系列的に文献発掘を行い、その後の日本経済に与え

た影響を考察したものである。 

 1917年のロシア革命以後のソ連＝国営・国有社会主義の出現により社会主義の概念は全く別なものに変容

してしまう。これは社会主義とは名ばかりのロシア的共同体＝ミール共同体化を行い、それを世界に輸出し

ようとする思想にすぎなかったものである。一方、日本ではソ連＝国営・国有社会主義を横目にパートナー

シップに裏打ちされた『利潤分配制』が明治期の思想家や実業家を通じ受容されていた。そして、大正期に

おいて、それは花開き社会政策学会などを通し、その活発な議論がなされていた。当時の実業界は、すでに

中堅、中小企業規模の企業が資本家の恩恵的な「利潤分配実施企業」が存在したのである。しかし、運用

面、社会的基盤の不備などでうまくいかず、単なる「賞輿（ボーナス）」に変容したり、制度が廃止され事実

上、「利潤分配実施企業」は失敗している。 

 昭和に入り、不況が続く近衛内閣の「日本改造計画」に社会主義思想の前提となる「出資と経営の分離」



と「利潤分配制度」の採用案の検討があった。しかし、財界の強烈な反対で頓挫した。当時の労働者階級は

「職工」と「社員」という身分で分断されていた。頓挫の代償として上級労働者である「社員」だけではな

く｢職工」にも「賞與」分配を行うことで、事実上、社会主義としての「利潤分配制」は抹殺され変容され

た。これが、いわゆる「１９４０年体制」と呼ばれるものとなる。 

 昭和戦後すぐに、「出資と経営の分離」と「利潤分配」が国会論議で話題となっている。さらに、民間では

1946(昭和 21)年に経済同友会の「企業民主化試案」が提出され、「出資と経営の分離」と「利潤分配」、｢労

働者参加」が論議される。いわゆる 19 世紀の社会主義者達が理論化した「労働株」の促進と乗っ取り策への

防止のための方策である。しかし、資本主義的な財界とマルクス主義的な労働組合側の反対にあい頓挫して

いる。その後、占領政策により所有理論としては丸裸にされた大企業は、外資などの乗っ取り防止のため

に、その頓挫と同時期に、いわゆる系列企業による｢株の持ち合い｣が行われるようになる。 

 森戸辰男が語っているように当時の利潤分配制を唱える社会主義者にとっては「日本国憲法」には「労働

全収益権」のない不備な非社会主義的憲法であった。それを補うものとして、戦前の革新官僚の巣窟「企画

院」の元官僚が中心になって、ある法案を提出した。それが 1951(昭和 26)年に上程された経済安定本部「利

潤分配法案要綱」であった。それは実際に国会に上程されたが、こちらも資本主義的な財界やマルクス系労

働組合の強い反対にあい頓挫した。しかし、いわゆる大企業中心だが「日本的経営」（終身雇用、年功序列、

企業別組合）が、それに代わって行われるようになった。やがて、会社の規模に関係なく「賞與」、ボーナス

が労働者へ恩恵的に与えられるのではなく「商習慣」、｢労働慣行｣として期末にはほぼ支給されるようになっ

た。「利潤分配制」の思想は商習慣的なボーナス制度へと変容されていったのである。しかしながら、この利

潤分配制の変容されたボーナス制度も崩壊しつつある現状を見るとき 19 世紀後半の社会主義者達の議論と大

正デモクラシーの時代の日本における「利潤分配制」に関する議論に立ち返り考え直してみる必要性がある

ことを論じた。 


